
成年後見制度利用促進法に基づく取組等について

（令和４年２月１０日）

厚生労働省 社会・援護局
地域福祉課 成年後見制度利用促進室
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（資料1）



【①成年後見制度の概要と取組経緯】



成年後見制度の概要と利用促進の取組経緯

○ 成年後見制度は、民法の改正等により平成１２年に誕生した制度であり、認知症や知的障害・精神障害により財産管理
や日常生活に支障がある人の法律行為を支える制度である。「法定後見制度」と「任意後見制度」がある。

○ 「法定後見制度」は、判断能力が低下した際、裁判所により後見人等を選任する仕組み。「任意後見制度」は、判断能力
があるうちに、本人が任意後見人をあらかじめ選任しておく仕組みである。

○ 令和３年度は基本計画の最終年度に当たることから、計画の見直しに向けて｢成年後見制度利用促進専門家会議｣で議論。

７月30日に「中間とりまとめ」を実施（８月４日公表）

○ 令和３年末までに最終とりまとめを行い、パブリックコメントを経て、令和４年３月末に第二期計画を閣議決定予定。

１．制度の概要

３．基本計画の見直しについて

○ 成年後見制度が十分に利用されていないことから、平成28年4月に成年後見制度利用促進法（議員立法）が成立。
平成29年3月、同法に基づく成年後見制度利用促進基本計画（期間はH29～R3年度の５年間）を閣議決定。

※ 認知症高齢者は令和２年には約６００万人（推計）に、令和７年には約７００万人になる見込み。一方、利用者数は令和２年末時点で約２３万人。

○ 基本計画では、成年後見制度の広報や相談等を各地域で担う体制の整備などの成年後見制度の利用促進に関する施
策を定め、最高裁や法務省等の関係省庁と連携の下、計画的に取組を推進。

２．成年後見制度利用促進の取組経緯
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【②成年後見制度の利用状況と利用促進
施策の実施状況】



申立ての動機別件数（令和２年）

（注） 後見開始，保佐開始，補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象としている。

○ 主な申立ての動機としては，預貯金等の管理・解約が最も多く，次いで，身上保護となっている。
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成年後見制度の利用状況等について
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○ 今後、認知症高齢者の増加や単独世帯の高齢者の増加が見込まれる中、成年後見制度の利用の必要
性が高まっていくと考えられる。

○ 一方で、現在の成年後見制度の利用状況をみると、成年後見制度の利用者数は、近年増加傾向にある
ものの、その利用者数は認知症高齢者や知的障害者、精神障害者の数と比較して著しく少ない。
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成年後見 143,661 149,021 152,681 161,307 165,211 169,583 171,858 174,680

保佐 22,891 25,189 27,655 30,549 32,970 35,884 38,949 42,569

補助 8,013 8,341 8,754 9,234 9,593 10,064 10,983 12,383

任意後見 1,999 2,119 2,245 2,461 2,516 2,611 2,652 2,655

計 176,564 184,670 191,335 203,551 210,290 218,142 224,442 232,287
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＜認知症者数 ※１＞

約６００万人（推計値：令和２年）

＜軽度認知障害 ※２＞

約４００万人（推計値：平成２４年）

＜知的障害者数（在宅） ※３＞

約 ９６万人（平成２８年）

＜精神障害者数（外来） ※４＞

約３８９万人（平成２９年）

※１ 「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成２６年度厚生
労働科学研究費補助金特別研究事業 研究代表者 二宮利治）

※２ 「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」（平成２４年度
厚生労働科学研究費補助金認知症対策総合研究事業 研究代表者 朝田隆）

※３ 厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」
※４ 厚生労働省「患者調査」より厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成

＜成年後見制度の利用状況 ※５＞

※５ 最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況」より、厚生労働省成年後見制度利用促進室にて作成。
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成年後見制度の申立件数について

○ 成年後見関係事件（後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件）の申立件数は合計で
３７,２３５件（前年は３５,９５９件）であり，対前年比約３.５％の増加となっている。

○ 後見開始の審判の申立件数は２６,３６７件（前年は２６,４７６件）であり、対前年比約０.４％の減少となっている。

○ 保佐開始の審判の申立件数は７,５３０件（前年は６,７４５件）であり、対前年比約１１.６％の増加となっている。

○ 補助開始の審判の申立件数は２,６００件（前年は１,９９０件）であり、対前年比約３０.７％の増加となっている。

○ 任意後見監督人選任の審判の申立件数は７３８件（前年は７４８件）であり、対前年比約１.３％の減少となっている。

※各年の件数は、それぞれ当該年の１月から１２月までに申立てのあった件数である。 （出典）最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況 －令和２年１月～１２月－」



本人の男女別・年齢別割合（令和２年）

○ 本人の男女別割合は，男性が約４３．４％，女性が約５６．６％である。
○ ６５歳以上の本人は，男性では男性全体の約７２．０％を，女性では女性全体の約８６．９％を占めている。

（注） 後見開始，保佐開始，補助開始及び任意後見監督人選任事件のうち認容で終局した事件を対象としている。
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成年後見人等と本人との関係別件数（令和２年）

○ 成年後見人等と本人の関係については，親族（配偶者，親，子，兄弟姉妹及びその他親族）が成年後見人等に選任されたものが
７，２４２件（全体の約１９．７％），親族以外の第三者が選任されたものが２９，５２２件（全体の約８０．３％）となっている。

（注１） 後見開始，保佐開始及び補助開始事件のうち認容で終局した事件を対象としている。
（注２） 「その他親族」とは，配偶者，親，子及び兄弟姉妹を除く親族をいう。

（親族の内訳）

（親族以外の内訳）

（親族，親族以外の別）
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